
東京2020大会の成果と状況変化を踏まえ、政策をバージョンアップ「未来の東京」戦略の概要・バージョンアップについて

「未来の東京」戦略
～渋沢・後藤の精神を受け継ぎ、
新たな地平を切り拓く～（令和３年３月）

「サステナブル・リカバリー（持続可能な回復）」の
実現と課題の根源まで踏み込んだ「構造改革」を
基本スタンスとし、目指す2040年代の東京の姿で
ある「ビジョン」を掲げ、その実現に向けた「戦略」と
「推進プロジェクト」を提示

「未来の東京」戦略
version up 2022（令和４年２月）

東京2020大会と新型コロナとの闘いの中で
生じた様々な変化変革を踏まえ、政策をバー
ジョンアップ

☞

「成長」と「成熟」が両立した
未来の東京

政策を
バージョンアップ

今回

戦略本体

・「サステナブル・リカバリー（持続可能な回復）」の実現

・課題の根源まで踏み込んだ「構造改革」を強力に推進

＜戦略を展開するスタンス＞

①バックキャストの視点で将来を展望する
②民間企業等、多様な主体と協働して政策を推し進める
③デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）でスマート東京を実現
④時代や状況の変化に弾力的に対応「アジャイル」

＜４つの基本戦略＞

これまでの常識が通用しないグロー
バルな課題の発生や急速な少子
化の進行など、これらに先手先手で
対応するためバージョンアップ

政策を
バージョンアップ
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東京2020大会の成果と状況変化を踏まえ、政策をバージョンアップ2030年に向けた「戦略」

• 社会全体で結婚を応援する気運を高め、婚活に向けた具体的なアクションを促進するた
め、都が中心となって企業や団体への呼びかけを行い、官民一体となったネットワークを構築
戦略１ 子供の笑顔のための戦略

子供の笑顔と子供を産み育てたい人で溢れ、
家族の絆と社会が支える東京

• 子供が健やかに育つことができるよう、産前から出産、子育てが終わるまで、子育て世帯が直面する様々な困難に寄り添い、

切れ目なく、多面的な支援を徹底する。

• 「子供を大切にする」視点から、都が率先して子供の声に耳を傾け、子供目線に立った政策を展開する。

• 子育て環境の整備や、公園や遊び場など子供が過ごしやすいまちづくりなど、地域での健やかな子育てに全力で取り組む区市

町村を、都が強力に支援する。

• 産官学民の様々な力を結集し、子供や子育て世代に優しいまちを創出する。

• 「子供を大切にする」ことを最優先とする社会に向け、産官学民が協働したムーブメントを展開し、社会全体のマインドチェ

ンジを図る。

• 若い世代が「子供と触れ合い、子育ての楽しさと大切さを学ぶ」教育を推進する。

子供が笑顔になると、周りの人も自然と笑顔になる。子供目線に立って、出産・
子育てに関わる家族の負担を社会全体で支え、子供が過ごしやすい地域のまちづ
くりを進めるとともに、社会のマインドチェンジを図ることで、子供が笑顔で、
子供を産み育てることに喜びを感じる人で溢れる社会を目指す。

１ 子供や子育て世帯に寄り添い、あらゆる負担を徹底的にサポートする

２ 子供目線に立って、身近な地域のまちづくりや政策を、都が徹底支援する

３ 「チルドレンファースト」を社会に浸透させる



東京2020大会の成果と状況変化を踏まえ、政策をバージョンアップ2030年に向けた「戦略」

 このほか、「戦略２子供の『伸びる・育つ』応援戦略」や「戦略５誰もが輝く働き方
実現戦略」など、全ての子供・若者が健やかに成長し、円滑に社会生活を営むことがで
きる社会の形成に資する戦略を展開



「未来の東京」戦略

「孤独・孤立」に着目した対策・支援が必要

対象に応じた相談や支援を充実・強化

コロナ禍で、つながりが失われ、望まない「孤独・孤立」に陥る人を取り残さない

生活に困窮する方の増加 デジタルデバイドによる孤立化の懸念自殺者数の増加
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過去１年間にインターネット利用していない人（令和元年9月末）(％)

 自殺者数は、前年と比べ増加傾向。特に女性や若年層の自殺が増加。
 今後も自殺者数の増加が懸念されることから、支援の強化が必要。

 １年間で一度もインターネットを利用したことがない高齢者が４分の１
を占める。

 ＤＸが進む中で、デジタルデバイドによる孤立化が懸念される。

 失業者の増加等により、2020年４月以降、生活福祉資金の申込
受理件数は大幅に増加。

 生活に困窮する方の社会的孤立を防ぐための取組が必要。

コロナ禍で、社会に取り残される人が増えている

外国人との共生・相互理解

子供や若者の
悩みや不安に寄り添う支援

• 子供食堂等の居場所確保

• スクールソーシャルワーカー

による相談支援

• 若者総合相談センター

「若ナビα」による相談 等

DVなど悩みを抱える
女性への支援

高齢者の介護予防・見守り

ひきこもりの当事者・家族の
状況に合わせた支援

「誰一人取り残さない」
相談支援体制を整備・充実・強化

• 全区市町村に属性や世代を問わな

い包括的な相談支援体制を整備

• 子育ての悩み相談や自殺防止のた

めの相談など各課題への相談体制

を、チャットやSNSの活用、夜間対

応などにより強化

• 離職者等への生活・居住・

就労支援

• 解雇・雇止めになった方等へ

の再就職支援

• フードパントリーを設置し食料

を提供 等

• 都内における孤独・孤立に関す

る支援の状況から実態を把握

し、NPOなど民間との連携も

含めた、効果的な対策を検討

障害者が地域で安心して
暮らせる環境整備

• デジタル環境の整備や、デジタル活用

支援を行う区市町村を支援

• 高齢者等がスマートフォンを安心して活

用できるよう、通信事業者等と連携

「孤独・孤立」の実態を把握し、
効果的な対応策を検討

デジタル化に
取り残される人を生まない

望まない「孤独・孤立」に対し、人々の不安や悩みに寄り添う、多面的かつ重層的な対策を展開

包括的な相談支援体制整備、実態把握等の分野横断的な対策を推進

• 町会・自治会の見守り活動等による

地域の結びつき強化

• 人がつながる多様な居場所の創出
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（資料）福祉保健局統計を基に作成
(注)2020年3月25日以降新型コロナウイルス感染症の影響により
収入の減少等があった世帯を対象とした特例貸付を開始 （資料）警察庁「令和元年中における自殺の状況」 「令和２年中における自殺の状況」 を基に作成 （資料）総務省「令和元年通信利用動向調査」を基に作成

生活困窮者等の
生活を守るための支援

• 電話やSNS等の回線数

の増加を図るなど、相談

体制を充実

• セルフケアや支援策を案

内する離職者等向けリー

フレットの作成・配布

• 相談体制の拡充や感染

症に関する環境整備を行

う区市町村や民間団体

を支援

• 自殺のサインへの気付き

や対応を行うゲートキー

パー等の普及啓発 等

命を守る
自殺防止対策を強化

「つながれる」場を
地域に創出

• ヤングケアラーに関する国調

査を基に、都内の実態を把握

した上で、子供家庭支援セン

ター、学校を通じて詳細な実

態を把握
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• 地域におけるデジタルデバイド

対策につながる取組を行う町

会・自治会を支援

ひとり親・高齢者等の入居を
拒まない住宅の供給・居住支援



東京2020大会の成果と状況変化を踏まえ、政策をバージョンアップ「未来の東京」戦略 version up 2023
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東京2020大会の成果と状況変化を踏まえ、政策をバージョンアップ「未来の東京」戦略 version up 2023

 このほか、英語学習環境の充実等による英語力の向上や異次元のスタートアップ戦略による若
者の起業支援など、子供・若者に関する様々な施策を強化




